
意見書案第１９号 

   ＰＦＩにおける事業方式ごとの条件の同一化を求める意見書案の提出につ

いて 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 
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川崎市議会議長  石 田 康 博  様 

         提出者  川崎市議会議員  廣 田 健 一 

                 〃     花 輪 孝 一 

                 〃     織 田 勝 久 



ＰＦＩにおける事業方式ごとの条件の同一化を求める意見書 

 ＰＦＩは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能

力を活用することにより、地方公共団体等の事業コストの削減やより質の高いサービスの

提供を目指すことのできる新たな民間活力手法であり、日本では平成１１年７月に民間資

金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律が制定され、現在、幅広い公共

サービスへの導入が図られている。 

 ＰＦＩの事業方式は、民間事業者が公共施設等を完成させた後、直ちに地方公共団体等

に所有権を移転し、それを利用して民間事業者がサービスの提供を行うＢＴＯ方式や、民

間事業者が完成させた公共施設等を運営期間中、一体的に所有したままサービスの提供を

行うＢＯＴ方式など、様々な類型がある。 

 ＰＦＩ事業を行う民間事業者が所有権を持ち、施設等に対する一切のリスクを管理する

ＢＯＴ方式は、ＰＦＩが誕生した英国では一般的に採用されている方式であるにもかかわ

らず、現在、日本では、ＢＴＯ方式が多く採用されている。 

 その理由として、公共施設等の所有権が地方公共団体に移った後に補助金が支払われる

現行の補助制度や、ＢＴＯ方式では非課税となる不動産取得税、固定資産税及び都市計画

税がＢＯＴ方式では非課税とならない課税制度などが挙げられる。 

 地方公共団体による事業方式の検討に当たっては、事業ごとに最も適した事業方式を採

用できるよう、それぞれの事業方式の間で条件の同一化が図られている必要がある。 

 よって、国におかれては、地方公共団体が税や補助金の影響を考慮せず、事業の特性に

合わせて事業方式の選択ができるよう、税制度や補助金の支払時期等を改め、ＰＦＩ事業

における事業方式の条件の同一化を実現されるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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